
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 250,389,154 ※ 固定負債 71,684,396 ※

有形固定資産 236,310,488 ※ 地方債等 51,695,185
事業用資産 102,934,575 長期未払金 -

土地 41,852,259 退職手当引当金 5,076,031
立木竹 2,893,443 損失補償等引当金 -
建物 122,165,449 その他 14,913,181
建物減価償却累計額 △ 69,166,243 流動負債 5,605,690
工作物 10,841,239 1年内償還予定地方債等 3,983,734
工作物減価償却累計額 △ 5,951,659 未払金 1,211,072
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 6
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 358,823
航空機 - 預り金 -
航空機減価償却累計額 - その他 52,055
その他 - 77,290,087 ※

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 300,087 固定資産等形成分 260,852,812

インフラ資産 128,704,815 ※ 余剰分（不足分） △ 72,411,407
土地 4,208,558
建物 5,048,508
建物減価償却累計額 △ 2,281,205
工作物 260,884,895
工作物減価償却累計額 △ 150,905,580
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 11,749,640

物品 13,149,520
物品減価償却累計額 △ 8,478,422

無形固定資産 9,061
ソフトウェア -
その他 9,061

投資その他の資産 14,069,605
投資及び出資金 750,180

有価証券 420,201
出資金 329,979
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 185,750
長期貸付金 365,464
基金 12,780,932

減債基金 -
その他 12,780,932

その他 -
徴収不能引当金 △ 12,721

流動資産 15,342,338
現金預金 3,847,649
未収金 1,033,508
短期貸付金 29,591
基金 10,433,718

財政調整基金 7,466,171
減債基金 2,967,547

棚卸資産 10,824
その他 0
徴収不能引当金 △ 12,952

繰延資産 - 188,441,405
265,731,492 265,731,492

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

全体貸借対照表
（平成３１年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：千円）

経常費用 46,341,280 ※

業務費用 23,439,510 ※

人件費 5,561,844
職員給与費 4,428,975
賞与等引当金繰入額 355,966
退職手当引当金繰入額 13,830
その他 763,073

物件費等 15,873,832 ※

物件費 6,351,511
維持補修費 903,594
減価償却費 8,615,374
その他 3,354

その他の業務費用 2,003,834
支払利息 486,060
徴収不能引当金繰入額 7,823
その他 1,509,951

移転費用 22,901,770
補助金等 6,991,212
社会保障給付 15,668,478
他会計への繰出金 1
その他 242,079

経常収益 3,236,382
使用料及び手数料 1,979,528
その他 1,256,854

純経常行政コスト 43,104,899 ※

臨時損失 2,981,179
災害復旧事業費 2,914,827
資産除売却損 66,265
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 87

臨時利益 6,860
資産売却益 1,825
その他 5,035

純行政コスト 46,079,218

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 金額



（単位：千円）

前年度末純資産残高 187,600,950 255,020,741 △ 67,419,791

純行政コスト（△） △ 46,079,218 △ 46,079,218

財源 41,003,774 41,003,774

税収等 24,218,178 24,218,178

国県等補助金 16,785,596 16,785,596

本年度差額 △ 5,075,444 △ 5,075,444

固定資産等の変動（内部変動） △ 1,143,624 1,143,624

有形固定資産等の増加 13,155,804 △ 13,155,804

有形固定資産等の減少 △ 9,780,624 9,780,624

貸付金・基金等の増加 2,649,317 △ 2,649,317

貸付金・基金等の減少 △ 7,168,121 7,168,121

資産評価差額 △ 33,333 △ 33,333

無償所管換等 1,642,603 1,642,603

その他 4,306,629 ※ 5,366,425 △ 1,059,797

本年度純資産変動額 840,455 ※ 5,832,071 △ 4,991,616 ※

本年度末純資産残高 188,441,405 260,852,812 △ 72,411,407

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 38,917,200 ※

業務費用支出 16,015,430 ※

人件費支出 5,877,292
物件費等支出 8,110,117
支払利息支出 486,060
その他の支出 1,541,960

移転費用支出 22,901,770
補助金等支出 6,991,212
社会保障給付支出 15,668,478
他会計への繰出支出 1
その他の支出 242,079

業務収入 38,357,643 ※

税収等収入 24,766,251
国県等補助金収入 11,945,027
使用料及び手数料収入 1,979,528
その他の収入 △ 333,162

臨時支出 2,914,827
災害復旧事業費支出 2,914,827
その他の支出 -

臨時収入 2,724,695
業務活動収支 △ 749,688 ※

【投資活動収支】
投資活動支出 14,813,735

公共施設等整備費支出 12,164,418
基金積立金支出 2,600,130
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 49,187
その他の支出 0

投資活動収入 9,342,389
国県等補助金収入 2,115,874
基金取崩収入 7,129,831
貸付金元金回収収入 38,290
資産売却収入 2,857
その他の収入 55,537

投資活動収支 △ 5,471,346
【財務活動収支】

財務活動支出 4,144,215
地方債償還支出 4,144,215
その他の支出 -

財務活動収入 6,602,800
地方債発行収入 6,602,800
その他の収入 0

財務活動収支 2,458,585
△ 3,762,449

7,610,098
3,847,649

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 3,847,649

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

全体資金収支計算書
自　平成３０年４月１日　
至　平成３１年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額


